
招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/06/03 8:16:14 / 21826597_原田工業株式会社_招集通知

株主各位

証券コード　6904
2 0 2 2 年 ６ 月 1 ４ 日

株 主 各 位
東京都品川区南大井六丁目26番２号
原 田 工 業 株 式 会 社
代表取締役社長 三 宅 康 晴

　なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、本株主総会につきましては、書面によ
り事前に議決権を行使いただき、当日のご来場はお控えいただくよう、お願い申し上げます。

１． 日 時 2022年６月29日（水曜日）午前10時
２． 場 所 東京都品川区南大井六丁目26番２号

大森ベルポートＢ館 ２階 Ｄ会議室
３． 目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第65期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

２. 第65期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書類
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件

第65期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第65期定時株主総会を開催いたしますので、下記のとおりご案内申し上げます。

書面による議決権行使に際しましては、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年６月28日（火曜日）営
業時間終了時（午後５時50分）までに到着するようご返送下さいますようお願い申し上げま
す。

敬　具
記

以　上
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株主各位

＜新型コロナウイルス感染拡大防止への対応について＞
・株主の皆様におかれましては、書面により事前に議決権を行使いただき、当日のご来場はお控え

いただくよう、お願い申し上げます。
・会場内の密閉・密集・密接を避けるため、座席の間隔を広くとらせていただくことにより、ご準

備できる座席が20席程度となる関係上、ご入場いただける株主さまは座席数を上限とさせていた
だき、満席になった場合は入場ができませんので、あらかじめご了承のほどお願い申し上げま
す。
また、当社役員につきましても、感染拡大リスクの低減及び会社の事業継続という観点から、株
主総会当日の健康状態に関わらず、一部の役員のみの出席とさせていただく可能性がございま
す。

・本総会においては、感染拡大防止のため、開催時間を短縮する観点から、議場における報告事項
及び議案の詳細な説明は省略させていただく可能性がございます。

・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、対応を変更する場合がござい
ます。インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.harada.com/）より、発信情報を
ご確認下さいますよう、あわせてお願い申し上げます。

◎本招集ご通知に添付すべき書類のうち、次に掲げる事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に
基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.harada.com/）に掲載しておりますので、本
招集ご通知の提供書面には記載しておりません。

①業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況　②連結株主資本等変動計算書
③連結注記表　④株主資本等変動計算書　⑤個別注記表

したがいまして、本招集ご通知の提供書面は、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、連
結計算書類及び計算書類の一部であり、また、会計監査人が監査報告を作成するに際して監査をした連結計算
書類及び計算書類の一部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://www.harada.com/）に掲載させていただきます。

◎本総会の決議結果につきましては、本年より書面による決議通知の送付に代えて、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（https://www.harada.com/）に掲載させていただきますので、ご了承下さいますようお願い申
し上げます。
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当事業年度の事業の状況

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（提供書面）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度における世界経済は、新型コロナウイルスの感染状況に左右され、国や地
域によるばらつきを伴いながらも、防疫と経済の両立進展により、総じてみると回復傾向が
継続しました。一方、海上物流の逼迫や、半導体不足をはじめとした供給制約に加え、部
品・原材料不足の深刻化、資源価格の上昇、中国の生産減速等、経済の悪化要因も数多く存
在しております。更にはロシアのウクライナ侵攻によるエネルギー価格上昇等もあり、先行
きの不確実性が極めて高い事態となっております。
　当社グループの属する自動車業界におきましては、世界的な半導体不足に加え、東南アジ
アでの感染再拡大に伴う部品不足を受けた生産調整の影響等により、コロナ禍以前の自動車
生産台数と比較すると、大幅な減産となりました。また、材料費高騰や運賃上昇による輸送
費高騰等、引き続き、大変厳しい事業環境となっております。
　このような状況のもと、当社グループは足元における収益確保及びコスト競争力の強化を
目的とし、2020年４月に策定した「第二次コスト構造改革計画」を強力に推進し、材料費の
削減、徹底した経費の削減、製造コスト削減等、事業活動に係る全てのコストに関し、抜本
的な構造の改革を断行し、車載アンテナビジネスの収益力の向上に取り組んでまいりまし
た。
　一方、中長期的な視点では、コネクテッドが実現する豊かなカーライフに貢献することを
目指し、「新たな成長への挑戦」を基本戦略とした４か年（2019年４月～2023年３月）の
中期経営計画「NEW GROWTH」に掲げる各施策の実行に注力してまいりました。「NEW 
GROWTH」では「車載アンテナビジネスの強化」、「新しい価値づくり、新しい顧客創
造」、「更なる成長の土台となる組織基盤の強化」の３つの戦略を掲げておりますが、コス
ト構造改革の更なる進化による一層の収益力の向上や自動運転、また5G分野への対応力強化
等、特に「車載アンテナビジネスの強化」に係る諸施策を推進してまいりました。また、
「新しい価値づくり、新しい顧客創造」に係る活動として、今後更なる拡大が見込まれるIoT
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当事業年度の事業の状況

市場に対し、コネクテッドを促進するIoT通信端末を開発いたしました。本端末はカーシェア
リングの分野をはじめとした車両の運行管理等、多様な利用シーンへの貢献を実現できるも
のであります。
　この結果、当連結会計年度における売上高は、新型コロナウイルス感染拡大による世界的
な経済の停滞からの持ち直しにより、世界の自動車生産台数はやや増加傾向にあったもの
の、当下期においては、世界的な半導体不足や感染再拡大等の影響により、世界経済が停滞
していた昨年と比較しても大幅な減産であった結果、358億11百万円（前期比3.2％増）と
なりました。利益面につきましては、想定を下回った売上高による収益への影響を最小限に
抑えるべく、固定費の抑制や徹底した経費の削減等に取り組んだものの、材料費高騰の影響
が極めて大きいことに加え、アセアン地域での新型コロナウイルス感染再拡大や、サプライ
チェーンの混乱を主要因とした不可抗力の航空機等による輸送費が多額に発生したことか
ら、営業損失は11億63百万円（前期は営業損失10億89百万円）、経常損失は、支払利息1
億52百万円を計上したものの、債務免除益等により9億51百万円（前期は経常損失11億18
百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失は11億5百万円（前期は親会社株主に帰属する
当期純損失12億93百万円）となりました。

　セグメントの経営成績は次のとおりであります。
○日本
　自動車生産台数の減少等により、外部売上高は129億19百万円（前期比1.8％減）、セグ
メント間の内部売上高は19億6百万円（同7.3％減）、営業損失は4億円（前期は営業損失3
億39百万円）となりました。

○アジア
　中国市場及びアセアン市場における自動車生産台数の回復や拡販活動、為替の影響等によ
り、外部売上高は83億62百万円（前期比10.9％増）、セグメント間の内部売上高は149億
97百万円（同20.1％増）、営業損失は1億72百万円（前期は営業損失5億88百万円）となり
ました。
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当事業年度の事業の状況

○北中米
　北中米市場における自動車生産台数の回復や為替の影響等により、外部売上高は97億26百
万円（前期比0.4％増）、セグメント間の内部売上高は1億88百万円（同22.0％減）、営業
利益は67百万円（前期は営業損失1億8百万円）となりました。

○欧州
　欧州市場での自動車生産台数は減少したものの、拡販活動や為替の影響等により、外部売
上高は48億3百万円（前期比11.3％増）、セグメント間の内部売上高は14億74百万円（同
47.5％増）、営業損失は6億24百万円（前期は営業損失1億70百万円）となりました。

　なお、セグメントの売上については外部顧客に対する売上高とセグメント間の内部売上高
を記載しております。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は6億91百万円で
あります。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中の増資、社債発行等による資金調達はありません。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第　62　期
2019年３月期

第　63　期
2020年３月期

第　64　期
2021年３月期

第　65　期
当連結会計年度
2022年３月期

売 上 高 (百万円) 43,135 41,136 34,705 35,811

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円) 936 200 △1,293 △1,105

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 43.07 9.21 △59.46 △50.83

総 資 産 (百万円) 35,236 34,437 32,794 35,942

純 資 産 (百万円) 13,803 13,726 11,588 11,205

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 634.61 631.07 532.77 515.17

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき、１株当たり純資産額は､期末発行済株
式数に基づき算出しております。

２. 売上高、親会社株主に帰属する当期純利益、総資産並びに純資産は、百万円未満を切り捨てて表示
しております。

３. １株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は、小数点以下第３位を四捨五入して表示しており
ます。

－ 6 －
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重要な親会社及び子会社の状況

会 社 名 資本金又は
出 資 金

当社の出資比率（％）
主 要 な 事 業 内 容

直 接 所 有 間 接 所 有

大連原田工業有限公司
千US＄

14,000 100.0 － 各種アンテナ及びケーブル
等の製造販売

HARADA INDUSTRY OF 
AMERICA, INC.

千US＄
28,500 100.0 － 各種アンテナ等の販売

台湾原田投資股份有限公司
千NT＄

72,000 100.0 － グループ各社に対する投融
資

HARADA INDUSTRIES 
(EUROPE) LIMITED

千￡Stg.
3,200 100.0 － 各種アンテナ等の販売

HARADA Asia-Pacific Ltd.
千THB

10,000 100.0 － 各種アンテナ等の販売

HARADA INDUSTRIES 
(MEXICO), S.A. DE C.V.

千N＄
37,514 99.6 0.4 各種アンテナ及びケーブル

等の製造販売
HARADA INDUSTRIES VIETNAM 
LIMITED

千US＄
3,500 100.0 － 各種アンテナ等の製造販売

GIS JEVDAX PTE LTD．
千US＄

18,000 － 100.0 グループ各社に対する金銭
貸付

上海原田新汽車天線有限公司
千人民元

107,024 100.0 － 各種アンテナ等の製造販売

HARADA AUTOMOTIVE 
ANTENNA (PHILIPPINES), INC.

千PHP
250,000 100.0 － 各種アンテナ等の製造販売

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
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対処すべき課題

⑷　対処すべき課題
　今後の世界経済は、ワクチン接種等により新型コロナウイルスとの共生が進む一方、変異
株の感染急拡大によるロックダウンや外出行動の抑制等、経済への影響の長期化が懸念され
る中、ロシアのウクライナ侵攻によるエネルギー価格の上昇等もあり、先行きの不確実性が
極めて高い状況となっております。
　また、当社グループの属する自動車業界におきましても、感染再拡大による世界経済の回
復鈍化や、世界的な半導体及び部品の不足に加え、ウクライナ侵攻による更なる部品不足も
懸念され、世界の自動車生産台数も回復には一定の時間を要すことが見込まれております。
　このような外部環境の変化に鑑み、中期経営計画「NEW GROWTH」に掲げる重要な施
策であり、「土台となる既存ビジネスの収益力向上」を基本的な考え方とする「コスト構造
改革」を引き続き、強力に推進してまいります。「コスト構造改革」は、第一次コスト構造
改革計画（2016年４月～2018年３月）及び第二次コスト構造改革計画（2020年４月～
2022年３月）において断行しました材料費削減等の施策、また徹底した経費の削減や、海外
への生産移管による製造コスト削減をはじめとした事業活動に係る全てのコストに関し、一
段上の抜本的なコスト構造の改革を、改めて組織化、プロジェクト化した上で、深堀りし、
外部環境に依存することなく十分な収益が得られる体質を構築していくものであります。
　一方、中長期的な視点では、車載通信の多様化、自動運転の普及、自動車の所有から共有
へといった自動車価値の変化等、自動車業界を取り巻く環境も大きく変化しており、このよ
うな環境の変化に鑑み、当社は次のとおり中長期経営の方向性を定め、コネクテッドが実現
する豊かなカーライフに貢献することを目指し、2019年４月～2023年３月までの中期経営
計画「NEW GROWTH」を推進してまいります。また、自動運転や5G分野への対応力強
化、コスト構造改革の一層の進化等による収益力の向上を図ってまいります。

＜中長期経営の方向性＞
【目指す姿】
　当社は、車載アンテナのトップ企業であり続けます。加えて、事業の幅を広げることにも
挑戦し、成長性・収益性・安全性の高い企業を目指します。

【組織風土のあり方】
　変化に対応できる企業であるために、チャレンジ精神を尊重し、コミットメントを重視し
たスピード感のある業務運営を行います。

－ 8 －
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対処すべき課題

【基本戦略】
　新たな成長への挑戦

＜中期経営計画＞
　中期経営計画「NEW GROWTH」では、次の３つの戦略を掲げ、財務体質の健全性を確
保すると共に、限られた経営資源を最大限有効活用し、利益の最大化、企業・株主価値の向
上等を目指し、現状の資本コストを上回るROE10％以上の安定的な確保に努めてまいりま
す。

①　車載アンテナビジネスの強化
　既存事業強化の源泉として「5Gなど高度通信時代を牽引する製品開発の強化」、「自動運
転時代到来に向けたものづくりの高度化」、「コスト構造改革の更なる進化」を行い、「シ
ェア拡大への弛まぬ挑戦」をとおしてその強化を推進してまいります。

　各施策の取組み事項は下記のとおりであります。

「5Gなど高度通信時代を牽引する製品開発の強化」
・イノベーション創出型開発の推進
・グローバル開発の最適化

「自動運転時代到来に向けたものづくりの高度化」
・製造現場を支える現場管理強化
・次世代技術に適応した高品質水準の確立

「コスト構造改革の更なる進化」
・材料費削減活動の活性化
・工場の生産性改革の推進

「シェア拡大への弛まぬ挑戦」
・顧客・販路拡大
・車1台当たりの搭載製品の増加
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対処すべき課題

②　新しい価値づくり、新しい顧客創造
　「車載アンテナ発展ビジネス」として、技術資源を応用し、車載通信の高度化に貢献する
製品の提供と「新規ビジネス」として、保有技術や組織能力を活用した新たなビジネスの確
立を目指します。

③　更なる成長の土台となる組織基盤の強化
　「環境変化に対応するための企画機能の強化」、「新たな目標管理手法の導入によるスピ
ード感のある企業風土の醸成」、「将来を見据えた人材確保と人材育成強化のための新たな
教育体系の構築」、「本社とグループ各社の連携等によるグループ総合力の強化」、「経営
を促進する経営管理手法確立のための管理会計の高度化」、「事業拡大を見据えたグローバ
ルガバナンス体制の強化」を推進してまいります。

　特に重要な施策の取組み事項は下記のとおりであります。

「環境変化に対応するための企画機能の強化」
・情報収集・企画機能の強化

「新たな目標管理手法の導入によるスピード感のある企業風土の醸成」
・目標管理手法の刷新、変化やチャレンジを評価する企業風土の醸成

「将来を見据えた人材確保と人材育成強化のための新たな教育体系の構築」
・戦略的な人材補強
・教育体系の見直し並びに教育、研修形態の充実及び多様化

　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い
申し上げます。
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主要な事業内容

区分 事業内容 会社名

日本 製造・販売 自動車関連機器 原田工業株式会社

アジア

販売 自動車関連機器 HARADA Asia-Pacific Ltd.

製造・販売 自動車関連機器

大連原田工業有限公司

HARADA INDUSTRIES VIETNAM LIMITED

上海原田新汽車天線有限公司
HARADA AUTOMOTIVE ANTENNA
(PHILIPPINES), INC.

－ グループ向け投融資
GIS JEVDAX PTE LTD.

台湾原田投資股份有限公司

北中米
販売 自動車関連機器 HARADA INDUSTRY OF AMERICA, INC.

製造・販売 自動車関連機器 HARADA INDUSTRIES (MEXICO), S.A. DE C.V.

欧州 販売 自動車関連機器 HARADA INDUSTRIES (EUROPE) LIMITED

事業名 主要製品

自動車関連機器 自動車ラジオ用アンテナ、中継ケーブル、自動車TV用アンテナ、自動車アンテナ
用アンプ類、アクチュエーター、ETC用アンテナ等

⑸　主要な事業内容（2022年３月31日現在）

（注）事業内容の主要な製品は以下のとおりであります。
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主要な事業所

本社（本店） 東京都品川区
新潟本社 新潟県長岡市
営業所 関西営業所（兵庫県神戸市）

中部営業所（愛知県岡崎市）
広島営業所（広島県広島市）

大連原田工業有限公司 中華人民共和国遼寧省大連市
HARADA INDUSTRY OF 
AMERICA, INC.

米国・ミシガン州

台湾原田投資股份有限公司 台湾・台北市
HARADA INDUSTRIES 
(EUROPE) LIMITED

英国・バーミンガム

HARADA Asia-Pacific Ltd. タイ王国・バンコク市
HARADA INDUSTRIES 
(MEXICO), S.A. DE C.V.

メキシコ・ケレタロ州

HARADA INDUSTRIES 
VIETNAM LIMITED

ベトナム・ドンナイ省

GIS JEVDAX PTE LTD. シンガポール
上海原田新汽車天線有限公司 中華人民共和国上海市
HARADA AUTOMOTIVE 
ANTENNA (PHILIPPINES), INC.

フィリピン・カビテ州

⑹　主要な事業所（2022年３月31日現在）
①　当社の主要な事業所

②　子会社
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従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

日 本 305名 25名減

ア ジ ア 2,967名 146名減

北 中 米 1,441名 340名減

欧 州 31名 11名減

合 計 4,744名 522名減

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

305名 35名減 46.7歳 18.6年

⑺　従業員の状況（2022年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

（注）上記従業員数は就業人員数であります。

②　当社の従業員の状況

（注）１. 上記従業員数には子会社への出向者の45名は含まれておりません。なお、子会社からの受入出向
者はおりません。

２．平均年齢及び平均勤続年数は小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。
３．平均勤続年数は、受入出向者の出向元での勤続年数を除外して計算しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 り そ な 銀 行 6,888百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,091

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,694

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,391

⑻　主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

（注）借入額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

①　発行可能株式総数 70,000,000株
②　発行済株式の総数 21,758,000株
③　株主数 38,271名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社エスジェーエス 7,267千株 33.41％

原田　修一 2,869 13.19

原田　章二 2,354 10.82

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 746 3.43

株式会社りそな銀行 600 2.76

原田　恵吾 523 2.41

日本生命保険相互会社 310 1.43

株式会社三菱UFJ銀行 300 1.38

原田工業従業員持株会 262 1.20

株式会社みずほ銀行 200 0.92

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2022年３月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１．持株比率は自己株式（7,218株）を控除して計算しております。
２．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
３．持株比率は小数点以下第３位を四捨五入して表示しております。

⑵　新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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会社役員の状況

氏 名 会社における地位及び担当 重 要 な 兼 職 の 状 況

原 田 章 二 代表取締役会長

大連原田工業有限公司董事長
HARADA INDUSTRY OF AMERICA, INC. 
DIRECTOR CHAIRMAN OF THE BOARD
台湾原田投資股份有限公司董事長
HARADA INDUSTRIES (EUROPE) LIMITED 
DIRECTOR
HARADA Asia-Pacific Ltd. DIRECTOR
HARADA INDUSTRIES (MEXICO), S.A. DE C.V. 
DIRECTOR PRESIDENTE
HARADA INDUSTRIES VIETNAM LIMITED 
CHAIRMAN OF MEMBER'S COUNCIL
GIS JEVDAX PTE LTD. DIRECTOR
上海原田新汽車天線有限公司董事長
HARADA AUTOMOTIVE ANTENNA 
(PHILIPPINES), INC. DIRECTOR CHAIRMAN
株式会社エスジェーエス取締役

三 宅 康 晴 代表取締役社長
（内部監査室担当）

大連原田工業有限公司董事
HARADA INDUSTRY OF AMERICA, INC. 
DIRECTOR (OFFICER) CO-CHAIRMAN
台湾原田投資股份有限公司董事
HARADA INDUSTRIES (EUROPE) LIMITED 
DIRECTOR
HARADA Asia-Pacific Ltd. DIRECTOR
HARADA INDUSTRIES (MEXICO), S.A. DE C.V. 
DIRECTOR VICEPRESIDENTE
HARADA INDUSTRIES VIETNAM LIMITED
CO-CHAIRMAN OF MEMBER'S COUNCIL
GIS JEVDAX PTE LTD. DIRECTOR
上海原田新汽車天線有限公司董事

檜 山 洋 一
専務取締役
（総合企画部担当 兼 管理本

部担当）

台湾原田投資股份有限公司董事
HARADA INDUSTRIES VIETNAM LIMITED 
INSPECTOR
上海原田新汽車天線有限公司監事

⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）
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会社役員の状況

氏 名 会社における地位及び担当 重 要 な 兼 職 の 状 況

上 山 　 智
専務取締役
（営業本部担当 兼 開発本部

担当 兼 製造本部担当）

大連原田工業有限公司董事
HARADA INDUSTRIES (MEXICO), S.A. DE C.V. 
DIRECTOR SECRETARIO Y TESORERO
上海原田新汽車天線有限公司董事
HARADA AUTOMOTIVE ANTENNA 
(PHILIPPINES), INC. DIRECTOR

佐々木　　　徹 取締役
（開発本部長）

HARADA INDUSTRY OF AMERICA, INC. 
DIRECTOR (OFFICER) CHIEF CORPORATE 
ADVISOR
HARADA INDUSTRIES (EUROPE) LIMITED 
DIRECTOR

青 木 　 隆 取締役
（管理本部長）

追 川 道 代 取締役 紀尾井坂テーミス綜合法律事務所弁護士

桑 原 亨 二 取締役 日比谷総合設備株式会社常勤監査役（社外監査役）

松 原 　 隆 常勤監査役

松 澤 秀 人 常勤監査役

荒 田 和 人 監査役
公認会計士・税理士荒田会計事務所所長
トモシアホールディングス株式会社常勤監査役（社外
監査役）
東テク株式会社非常勤監査役（社外監査役）

（注）１．取締役の追川道代氏及び桑原亨二氏の両氏は、社外取締役であります。
２．常勤監査役の松原隆氏及び監査役の荒田和人氏の両氏は、社外監査役であります。
３．監査役荒田和人氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

しております。
４．当社は、取締役の追川道代氏及び取締役の桑原亨二氏並びに常勤監査役の松原隆氏及び監査役の荒

田和人氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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会社役員の状況

氏 名 退 任 日 退 任 事 由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

畠 山 茂 樹 2021年６月29日 任期満了

取締役（事業統轄本部長）
HARADA INDUSTRY OF AMERICA, INC. 
DIRECTOR (OFFICER) CHIEF CORPORATE 
ADVISOR
HARADA INDUSTRIES (EUROPE) LIMITED 
DIRECTOR
上海原田新汽車天線有限公司董事

加 藤 　 正 2021年６月29日 任期満了
取締役（事業統轄本部副担当（製造領域担当）
兼 新潟本社担当）
HARADA INDUSTRIES VIETNAM LIMITED 
DIRECTOR OF MEMBER'S COUNCIL

尾後貫　達　也 2021年６月29日 任期満了 社外取締役

②　事業年度中に退任した取締役及び監査役

③　責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役追川道代氏、社外取締役桑原亨二氏、社外監査役荒田和人氏は、会社法
第427条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締
結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としており
ます。

④　補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。

－ 17 －



2022/06/03 8:16:14 / 21826597_原田工業株式会社_招集通知

会社役員の状況

⑤　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び当社子会社の全ての役員
（取締役、監査役）、会計監査人、執行役員及びその他会社法上の重要な使用人であり、保
険料は全額当社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に起因して保険期間中に損害
賠償請求された場合の損害賠償金及び争訟費用等を当該保険契約により保険会社が填補する
ものであります。なお、当該保険契約は被保険者の職務執行の適正のため免責金額が設定さ
れており、損害額のうち当該免責金額については填補されず、被保険者の自己負担となりま
す。

⑥　取締役及び監査役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年３月12日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に
かかる決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議す
る内容について、任意の指名・報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりであります。

　取締役の報酬は、株主総会で承認された取締役報酬総額の範囲内において、その配分
を取締役会で決定し、監査役の報酬は、株主総会で承認された監査役報酬総額の範囲内
において、その配分を監査役の協議により決定する。
※取締役の報酬限度額は、2017年６月29日開催の第60期定時株主総会において年額

300,000千円以内（うち社外取締役分20,000千円以内）と決議されている。
※監査役の報酬限度額は、2012年６月28日開催の第55期定時株主総会において年額

50,000千円以内と決議されている。
　上記を踏まえ、当社の取締役の報酬等の決定方針について以下のとおり定める。
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会社役員の状況

１．基本方針
　当社の取締役の報酬は、継続的な業績の向上及び企業価値の向上を図るインセンティ
ブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の
決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的に
は、取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、並びに業績連動報酬等により構成
し、社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととする。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等（業績に連動しない金銭報酬）の額の決定に
関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責に応じて、当社の業
績、世間相場及び従業員身分基準年俸の最高等級水準額等を考慮しながら、総合的に勘
案して決定するものとする。

３．業績連動報酬等に係る業績指標の内容及び当該業績連動報酬等の額または数の算定方
法の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含
む。）

　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため経営成績と連
動した下記の指標の目標値に対する達成度合いに加え取締役に求められる職務や行動の
実績、担当部門における重要課題、その他全社重要課題への取組みを踏まえた総合評価
により事業年度終了後３ヶ月以内に年１回、現金報酬として支給する。

会社業績評価
◆会社業績指標

・連結営業利益、連結経常利益、連結当期純利益のそれぞれの利益額及び利益率、
並びにROEの達成率を指標とする

担当部門業績評価
◆担当部門成果

・部門売上、部門利益　等
４．業績に連動しない金銭報酬の額、業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額

に対する割合の決定に関する方針
　非金銭報酬等は支給せず、業績連動報酬等（変動報酬（短期インセンティブ））は、
前記３の方針に基づいて算出されるものとするが、役位等に応じて定められた月例の固
定報酬４ヵ月分を上限とする。
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会社役員の状況

区 分 報 酬 等 の 総 額
（ 千 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 千 円 ） 対象となる
役員の員数

( 名 )基 本 報 酬 業績連動報酬等

取 締 役
(うち社外取締役)

218,672
(10,800)

218,672
(10,800)

－
(－)

11名
(3)

監 査 役
(うち社外監査役)

31,800
(19,200)

31,800
(19,200)

－
(－)

3
(2)

合 計
( う ち 社 外 役 員 )

250,472
(30,000)

250,472
(30,000)

－
(－)

14
(5)

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　各取締役に支給する業績連動報酬等である個人別の報酬額については、株主総会で決
議した報酬等の総額の範囲内において、各取締役の職務及び業績を最も良く把握する代
表取締役社長の三宅康晴が、任意の指名・報酬委員会の答申を受け取締役会で決議した
決定方針に沿い、取締役ごとの総合評価を基に決定する。

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．上記には、2021年６月29日開催の第64期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役３名
（うち社外取締役１名）を含んでおります。

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．業績連動報酬等にかかる業績指標の内容及び当該業績指標を選定した理由並びに算定方法について

は、「イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等」に記載のとおりであります。なお、当該業績
指標のうち会社業績指標の実績は、連結営業損失1,163,347千円、連結経常損失951,258千円、
連結当期純損失1,105,506千円、ROE△9.7％であります。

４．取締役の報酬限度額は、2017年６月29日開催の第60期定時株主総会において年額300,000千円
以内（うち社外取締役分20,000千円以内）（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただ
いております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は10名（うち社外取締役は２名）でありま
す。

５．監査役の報酬限度額は、2012年６月28日開催の第55期定時株主総会において年額50,000千円以
内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名（うち社外監査役は２
名）であります。
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会社役員の状況

地 位 氏 名 兼 職 す る 法 人 等 兼 職 の 内 容

取締役 追川　道代 紀尾井坂テーミス綜合法律事務所 弁護士

取締役 桑原　亨二 日比谷総合設備株式会社 常勤監査役（社外監査役）

監査役 荒田　和人
公認会計士・税理士荒田会計事務所
トモシアホールディングス株式会社
東テク株式会社

所長
常勤監査役（社外監査役）
非常勤監査役（社外監査役）

⑦　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

（注）１．当社と紀尾井坂テーミス綜合法律事務所との間に重要な取引関係はありません。
２．当社と日比谷総合設備株式会社との間に重要な取引関係はありません。
３．当社と公認会計士・税理士荒田会計事務所との間に重要な取引関係はありません。
４．当社とトモシアホールディングス株式会社との間に重要な取引関係はありません。
５．当社と東テク株式会社との間に重要な取引関係はありません。
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会社役員の状況

出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 追 川 道 代
当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回出席いたしました。ま
た、取締役会において弁護士としての専門的な知見に基づき、取締役会の意
思決定の妥当性、適正性等を確保するための助言・提言を行っております。

取 締 役 桑 原 亨 二

取締役桑原亨二氏は、2021年６月29日開催の第64期定時株主総会におい
て選任されたため、同氏の就任後、当事業年度に開催された取締役会12回
のうち12回出席いたしました。また、取締役会において経営に関する専門
的な知見や幅広い見識に基づき、取締役会の意思決定の妥当性、適正性等を
確保するための助言・提言を行っております。

監 査 役 松 原 　 隆

当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回に出席し、監査役会16回
のうち16回に出席いたしました。また、取締役会及び監査役会において、
経営に関する専門的な知見、内部監査業務に対する豊富な経験や、公認内部
監査人としての知見に基づき、取締役会の意思決定の妥当性、適正性等を確
保するため、適宜意見を述べております。

監 査 役 荒 田 和 人

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回に出席し、監査役会16回
のうち16回に出席いたしました。取締役会及び監査役会において経営に関
する専門的な知見、公認会計士としての専門的な知識、経験に基づき、取締
役会の意思決定の妥当性、適正性等を確保するため、適宜意見を述べており
ます。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況、会社の支配に関する基本方針

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 51,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 52,200

⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

（注）１．当社の重要な子会社のうちHARADA INDUSTRIES VIETNAM LIMITED、HARADA INDUSTRIES 
(EUROPE) LIMITED、大連原田工業有限公司、GIS JEVDAX PTE LTD.、HARADA INDUSTRIES 
(MEXICO), S.A. DE C.V.、上海原田新汽車天線有限公司、HARADA AUTOMOTIVE ANTENNA 
(PHILIPPINES), INC.、台湾原田投資股份有限公司は当社の会計監査人以外の監査を受けておりま
す。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

３．監査役会は、会計監査人の報酬見積りの算出根拠等を調査検討した結果、現会計監査人であるEY
新日本有限責任監査法人の監査の質が維持される相応の監査人員数・時間等の根拠及び監査の考え
方を確認し、提示された監査報酬額が適正であると判断し、会社法第399条第１項の同意を行って
おります。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。
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会計監査人の状況、会社の支配に関する基本方針

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、経営執行部門から会計監査人の活動実態等について報告聴取するほか、自ら事業年度
を通して、会計監査人からの会計監査等についての報告聴取及び現場立会い等により会計監
査人が監査品質を維持し適切に監査をしているか等を評価し、これらを総合的に判断し協議
した上で、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると判
断される場合、法令違反による懲戒処分や監督官庁からの処分を受けた場合、もしくは会計
監査人の監査品質、品質管理、独立性、総合的能力等の観点から監査を遂行するに不十分で
あると判断した場合、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。
　この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人EY新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は法令が定める額としております。

３．会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。
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連結貸借対照表

（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

26,378,260

3,747,983

6,701,453

7,662,972

852,215

6,461,356

999,855

△47,577

9,564,613

6,329,780

1,580,466

1,459,712

900,294

2,389,307

165,825

3,069,007

190,998

1,974,632

912,542

△9,166　

（負　債　の　部）
流 動 負 債 23,142,772
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,825,599
電 子 記 録 債 務 740,110
短 期 借 入 金 16,088,562
未 払 法 人 税 等 461,494
賞 与 引 当 金 241,484
そ の 他 2,785,522

固 定 負 債 1,594,672
長 期 借 入 金 500,000
退 職 給 付 に 係 る 負 債 184,261
そ の 他 910,410

負 債 合 計 24,737,444
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 11,471,407
資 本 金 2,019,181
資 本 剰 余 金 1,859,981
利 益 剰 余 金 7,594,691
自 己 株 式 △2,446

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 △265,979

その他有価証券評価差額金 30,501
為 替 換 算 調 整 勘 定 △260,655
退職給付に係る調整累計額 △35,825
純 資 産 合 計 11,205,428

資 産 合 計 35,942,873 負 債 純 資 産 合 計 35,942,873

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 35,811,490
売 上 原 価 29,998,964

売 上 総 利 益 5,812,526
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,975,873

営 業 損 失 1,163,347
営 業 外 収 益 404,476

助 成 金 収 入 81,684
債 務 免 除 益 203,489
そ の 他 119,303

営 業 外 費 用 192,387
支 払 利 息 152,485
そ の 他 39,901
経 常 損 失 951,258

特 別 利 益 4,905
固 定 資 産 売 却 益 4,905

特 別 損 失 102,204
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に よ る 損 失 95,845
そ の 他 6,359

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 1,048,558
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 269,560
法 人 税 等 調 整 額 △212,611
当 期 純 損 失 1,105,506
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 －
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 1,105,506

連 結 損 益 計 算 書

－ 26 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/06/03 8:16:14 / 21826597_原田工業株式会社_招集通知

貸借対照表

（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

9,109,255
427,495
19,995
246,018
2,974,651
2,854,563

5,821
396,359
1,304,712
983,920
△104,282

13,949,788
1,247,722
422,364

0
13,075

22
7,907

773,211
20,966
10,175
18,221
14,742
3,479

12,683,844
96,135

1,491,601
1,366,521

34
9,303,045
258,718
1,331,944
587,767

△1,751,925　

流 動 負 債 16,387,223
支 払 手 形 28,785
電 子 記 録 債 務 740,110
買 掛 金 1,871,876
短 期 借 入 金 13,071,440
リ ー ス 債 務 11,468
未 払 法 人 税 等 4,873
賞 与 引 当 金 164,145
そ の 他 494,524

固 定 負 債 778,692
長 期 借 入 金 500,000
リ ー ス 債 務 10,598
資 産 除 去 債 務 74,565
そ の 他 193,528

負 債 合 計 17,165,915
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 5,862,627
資 本 金 2,019,181
資 本 剰 余 金 1,859,981
資 本 準 備 金 1,859,981

利 益 剰 余 金 1,985,911
利 益 準 備 金 214,500
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,771,411
別 途 積 立 金 1,000,000
繰 越 利 益 剰 余 金 771,411

自 己 株 式 △2,446
評 価 ・ 換 算 差 額 等 30,501
その他有価証券評価差額金 30,501
純 資 産 合 計 5,893,129

資 産 合 計 23,059,044 負 債 純 資 産 合 計 23,059,044

貸　借　対　照　表
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損益計算書

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 14,825,778
売 上 原 価 11,889,286
売 上 総 利 益 2,936,491

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,326,163
営 業 損 失 389,671

営 業 外 収 益 284,323
受 取 利 息 54,198
為 替 差 益 79,327
助 成 金 収 入 75,181
そ の 他 75,615

営 業 外 費 用 71,383
支 払 利 息 58,387
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 7,344
そ の 他 5,651
経 常 損 失 176,732

特 別 利 益 4,848
固 定 資 産 売 却 益 4,848

特 別 損 失 271,632
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 271,092
そ の 他 540

税 引 前 当 期 純 損 失 443,516
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 26,937
法 人 税 等 調 整 額 14,766
当 期 純 損 失 485,220

損　益　計　算　書
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連結計算書類に係る会計監査報告

取締役会 御中

東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 安 永 千 尋
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大　石　晃一郎

独立監査人の監査報告書
２０２２年６月３日

原田工業株式会社

EY新日本有限責任監査法人

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、原田工業株式会社の２０２１年４月１日から２０２２年３月
３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、原田
工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 29 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意
見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

取締役会 御中

東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 安 永 千 尋
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大　石　晃一郎

独立監査人の監査報告書
２０２２年６月３日

原田工業株式会社

EY新日本有限責任監査法人

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、原田工業株式会社の２０２１年４月１日から２０２２
年３月３１日までの第６５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第65期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査
役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ
か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査
部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子
会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の
遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事
業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年６月３日
原田工業株式会社　監査役会
常勤監査役（社外監査役） 松 原 　 隆 ㊞
常勤監査役 松 澤 秀 人 ㊞
社外監査役 荒 田 和 人 ㊞　

監査役会の監査報告

以　上
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金処分の件
　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
　第65期の期末配当につきましては、当期は純損失を計上することとなりましたが、株主の
皆様に対する利益還元を重視し、以下のとおりといたしたいと存じます。
①　配当財産の種類
　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき普通配当5.0円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は108,753,910円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2022年６月30日といたしたいと存じます。

－ 34 －
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定款変更議案

現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）
第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考

書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に記
載又は表示をすべき事項に係る情報を、法務省令
に定めるところに従いインターネットを利用する
方法で開示することにより、株主に対して提供し
たものとみなすことができる。

（削　　除）

第２号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定す
る改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入
されることとなりますので、次のとおり定款を変更するものであります。
(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めるこ

とが義務付けられることから、変更案第15条（電子提供措置等）第１項を新設するもの
であります。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交
付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定
することができるようにするため、変更案第15条（電子提供措置等）第２項を新設する
ものであります。

(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（株主総会参考書類等
のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するもので
あります。

(4) 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本
附則は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

－ 35 －
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定款変更議案

現 行 定 款 変 更 案

（電子提供措置等）
（新　　設） 第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考

書類等の内容である情報について、電子提供措置
をとるものとする。

２．当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省
令で定めるものの全部又は一部について、議決権
の基準日までに書面交付請求した株主に対して交
付する書面に記載しないことができる。

（新　　設） （附則）
１．定款第１５条の変更は、会社法の一部を改正する

法律（令和元年法律第 70 号）附則第１条ただし
書きに規定する改正規定の施行の日である２０２２
年９月１日（以下「施行日」という）から効力を
生ずるものとする。

２．前項の規定にかかわらず、施行日から６か月以内
の日を株主総会の日とする株主総会については、
定款第１５条（株主総会参考書類等のインターネ
ット開示とみなし提供）はなお効力を有する。

３．本附則は、施行日から６か月を経過した日又は前
項の株主総会の日から３か月を経過した日のいず
れか遅い日後にこれを削除する。

第２号議案　定款一部変更の件に関する補足説明
　電子提供制度とは、株主総会資料を自社のホームページ等のウェブサイトに掲載し、株主に対し当該ウェブサイトのア
ドレス等を書面で通知する方法により、株主に対して株主総会資料を提供することができる制度です。電子提供制度は、
上場会社に対して強制適用されることから、当社では、次回（2023年６月）の株主総会から電子提供制度が適用され、
株主の皆様のお手元には簡易な招集通知（ウェブサイトに掲載したこと及びウェブサイトのアドレスを記載したお知らせ
等）をお届けする予定であります。なお、本件は株主様への情報提供を原則「書面」から「電子」に変更するものであ
り、情報量を制限するものではありません。
　電子提供制度適用以降の株主総会について、株主総会資料を書面で受領したい株主様は、「書面交付請求」のお手続き
をお取りいただくことができます。
　「書面交付請求」のお手続きにつきましては、証券会社にお申し出の場合は、口座を開設している証券会社へ、株主名
簿管理人にお申し出の場合は、三菱UFJ信託銀行株式会社へお問い合わせください。

以　上
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地図（B案）

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、本株主総会につきましては、
書面により事前に議決権を行使いただき、当日のご来場はお控えいただくよ
う、お願い申し上げます。

当社は、株主総会におけるお土産配布は行っておりません。ご了承くださ
い。

会 場 大森ベルポート Ｂ館 ２階 Ｄ会議室
東京都品川区南大井六丁目26番２号

交 通 JR京浜東北線 「大森駅」 徒歩３分
京浜急行 「大森海岸駅」 徒歩４分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図
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